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測定法選定にあたっての原則

水環境部企画課

○各項目の測定法を公定法とするにあたっては、別添「水質分析法（公定分析

法）検討会」で検討を行い、下記の原則により公定法を選定した。

記

１ 測定法の選択

①測定法の定量下限は、基準値案や指針値案の１０分の１を満たすこと。

②常時監視を行う測定機関（自治体測定機関も含む）にも操作が容易。

③常時監視を行う測定機関が通常所持している機器により分析可能。

ただし、基準値案、指針値案が極めて低い場合等はこの限りでない。

２ 各測定法の検証

以下の(1)～(4)により検証を行い、原則、条件の満たされたものを公定法

とすることとした。

(1)室間精度（分析機関数と測定値の機関間ばらつき）

①分析機関数 ６機関

②室間精度％ 金属類については１０％以下（場合により１５％以下）

（ ）有機化合物については２０％以下 場合により３０％以下

(2)繰返し分析精度（分析回数と測定値の機関内ばらつき）

①分析回数 ６回

②変動係数 １０％以下

(3)添加回収率試験について

①回収率 ％７０～１２０

②同位体希釈法、サロゲート標準物質の回収 ％５０～１２０

(4)測定方法の熟度と検証方法

①既に環境基準、排水基準等の公定法となっている測定法については、検

証不要とした。

②要調査項目等、測定法マニュアルがあり、精度に関し既存のデータを活

用できる場合には、検証方法の簡略化を検討。

③新規に開発する測定法については(1)～(3)により検証を行った。
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